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一般財源

財源 細節款 項 目 節
本年度の財源内訳節

金 額 金 額区分
１．事業の概要と必要性

２．根拠法令

３．用地の状況

４．基本計画との関連

５．本年度の計画効果

実施計画計上額

目 的 別

性 質 別

６．財源の説明

基づき、県内産業集積の形成及び活性化を図る「鳥取県産業活性化協議会」へ参画し、
同会が策定する基本計画に基づく支援策及び事業による市内産業の振興と雇用の創出を

１．平成１９年度「鳥取県地域産業活性化協議会」事業計画

に寄与することができる。
産業活性化への支援・優遇措置が受けられるため、本市産業の更なる集積集積及び高度化
規産業創造支援､税の減免補填措置、規制緩和措置、関係省の関連施策の支援など、地域
国の同意を受けた「基本計画」は、企業立地への支援、産学連携による技術開発支援、新
②必要性
図る。

海外生産比率の高い製造業の国内回帰や地方産業の活性化を図る「企業立地促進法」に
①事業概要

　　動を強化し、基本計画の推進を図ることができる。
　・集積目標業種の業界に精通した専門家等の設置により､企業訪問等による企業誘致活
　　目標業種の高度化､活性化を促進できる。
　・基本計画の策定により、企業立地促進法の支援策､優遇策を受けることができ、集積
２．計画効果
　・企業誘致等の専門家の設置
　・鳥取県地域産業活性化基本計画（５ヵ年計画）の策定

企業立地の促進等による地域における産業集積の形成及び活性化関する法律

平成１９年度鳥取県地域産業活性化協議会予算（単位：千円）
　全体事業費　１０，５００千円

　　　【内訳】人口割　２９０千円＝国調人口149,584人×1.942円（千円未満四捨五入)
　　米子市負担金　３２０千円

　　　　　　市町村負担金（地域負担の１／２）　１，７５０千円

　　【内訳】国補助金（全体事業費の２／３）　　７，０００千円
　　　　　　県負担金（地域負担の１／２）　　　１，７５０千円

　　　　　　　均等割　　３０千円
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